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 当社意見 

ＦＴＴＨサービスの屋内配線の指

定設備化について 

指定告示 

第一条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 当社としては、屋内配線にはボトルネック性はなく、戸建て・マンション向けを問わず、第一種指定電気通
信設備に該当しないと考えます。 

 

■ 仮に、今回当社の戸建て向けＦＴＴＨサービスの屋内配線を第一種指定電気通信設備として、具体的な接
続条件を設定する場合には、 

 

① 屋内配線はお客様宅内にあり、お客様の支配下にあることから、屋内配線の撤去等お客様の意
向に従わざるを得ないということ 

② 屋内配線の転用については、提供形態や設置主体が様々であり、事業者によって仕様や工法も
異なっていることから、接続ルールとして全事業者を対象にした統一的・画一的なルールの整備
は困難であること 

③ 現に、屋内配線の転用をご要望されているのはＫＤＤＩ殿以外にいないことから、一般的なルール
を整備するのではなく、実際に転用を要望されているＫＤＤＩ殿との間で、お客様の意向を踏まえな
がら、柔軟かつ具体的な実現方法等を個別に調整することが現実的であること 

 

という点に留意することが必要であると考えます。 

 

■ また、「電気通信市場の環境変化に対応した接続ルールの在り方について」答申（平成２１年１０月１６日：
以下、答申）にもあるように、相互に屋内配線を転用できることが重要であり、そのためには、転用を要望さ
れるＫＤＤＩ殿においても、当社の屋内配線と同等の仕様・施工レベルでの屋内配線の敷設や、光コンセン
ト化を推進していただくとともに、その転用手続きや料金等の提供条件についても当社と同等としていただ
くことにより、当社の屋内配線だけが一方的に転用されるのではなく、実質的に相互に利用できるようにし
ていただく必要があると考えます。 

 

別紙 
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 当社意見 

ドライカッパのサブアンバンドル

について 

接続料規則 

第四条 表中一 

第十七条 

第十七条の二 

■ ＦＴＴＲサービスで用いるドライカッパを効率的に保守・運用するためには、常時上部区間を維持しておく必
要があり、上部区間を使用していることから、下部区間だけをアンバンドルすることは適当でないと考えま
す。 

 

■ 仮に、今回の省令改正によりアンバンドルする場合でも、ＦＴＴＲ施設数は平成２１年２月以降減少傾向に
あり、現にＦＴＴＲでの接続を実施している事業者からは、ＦＴＴＲでの接続形態は今年度中に廃止される意
向であることから、他事業者の実需がなくなった場合には、速やかに省令改正を実施し、本機能をアンバン
ドル対象から除外していただきたいと考えます。 

 

ＷＤＭ（波長分割多重）装置が

設置されている中継ダークファ

イバのアンバンドルについて 

接続料規則 

第四条 表中六 

情報開示告示 

第一条 三項イ 

 中継ダークファイバの空きがある区間については、他事業者は当該空き芯線を利用し自らＷＤＭ装置を設
置することが可能であることから、貸出しルールの対象は中継ダークファイバの空きが無い区間のＷＤＭ
装置に限定することが適当であると考えます。 

 
 なお、ＷＤＭ接続料の算定については、答申に記載のとおり、適正なコスト負担の観点から、当面は、

個々の区間ごとに設定することとし、未利用波長について接続事業者が応分の負担をすることとなる「当
該区間の『総利用波長数』に占める利用波長数の割合」を採用することが適当であると考えます。 
その際、当該インターフェースパッケージ部分については、接続事業者の要望に応じて当社が新たに設置
し、当該事業者が占有するものであるため、その投資リスクを適正に負っていただく観点から、その費用に
ついては当該事業者に個別負担していただく必要があると考えます。 

 

 


